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主な改正内容

(つ地方税法の一部改正に伴う関係条文の整理

ア根拠法令地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律(平成29年

法律第2号)

イ法改正の概要

平成27年5月に公布された「持続可能な医療保険制度を犠築するための国民

健康保険法等の一部を改正する法律」1こより、平成30年度から国民健康保険都

道府県単位化が施行され、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村とと

もに国民健康保険の運営を担うこととなる。

この制度改革においては、国保財政の仕組みが、市町村のみの収支完結から

都道府県と市町村が連動した収支完結へ変更となり、市町村は都道府県が提示

した国保事業費納付金を納めるとともに、請求された保険給付費の全額を都道

府県から交付を受けて支払うこととなる。

また、保険税率等の算定については、これまで各市町村において当該年度の

保険給付費から国・県支出金等の収入を控除した後、必要となる保険税を確保

するための保険税率等を算定していたが、制度改革後は保険税率等の算定基礎

が国保事業費納付金となり、その財源として必要となる保険税を確保するため

の保険税率等を算定することとなる。

ウ条例改正の内容

法改正により、保険税を国保事業費納付金の納付、に要する費用等に充てるこ

とと見直されることに伴い、関係条文の整理を行うもの。

工施行日等平成30年4月1日。平成30年度以後の保険税から適用する。



2 都道府県単位化後の財政運営
(1)制度改革の概要について
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3 長崎市国民健康保険税条例新旧対照表

0長崎市国民健康保険税条例

第1条~第4条(略)

(課税額)

第5条保険税の納税義務者に対する課税額は、世帯主及びその世帯
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2 前項の基礎課税額は、世帯主(第2条第2項の世帯主を除く。)及び

その世帯に属する国民健康保険の被保険者にっき算定した所得割額
並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただ

し、.当該合算額力巧4万円を超える場合においては、基礎課税額は、5

4万円とする。

3.第1項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(第2条第2項の世帯

主を除く。)及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者にっき算
定した所得割額並びに被保険者均等割額及ぴ世帯別平等割額の合算

額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合においては、

後期高齢者支援金等課税額は、19万円とす.る。

4 第1項の介護納付金課税額1嵐介護納付金課税被保険者」国民健塵

'ニ、

゛
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あるものをいう以下同じ。)である世帯主(第2条第2項の世帯主を

除く。)及びその世帯に属する介護納付金課税被保険者にっき算定し

た所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額と

する。ただし、当該合算額が16万円を超える場合においては、介護

紬付金課税額は、16万円とする。

第6条~第7条(略)

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額)

第8条第5条第2項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

部分に
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る用に充てる部分に限る。)1こてるための

法第9 第2号に定する

2 前墓篁1号の基礎課税額は、世帯主(第2条第2項の世帯主を除く。)
及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者にっき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とす
る。ただし、当該合算額が54万円を超える場合においては、基礎課
税額は、54万円とする。

3 登蔓鍵量の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主陣2条第2項
の世帯主を除く6)及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者
にっき算定した所得割額並ぴに被保険者均等割額及ぴ世帯別平等
割額の合算額とする。ただし、当該合算額が19万円を超える場合に

おいては、後期高齢者支援金等課税額は、19万円とする。

4 第リ豆鰹墨の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者であ
る世帯主(第2条第2項の世帯主を除く。)及びその世帯に属する介護
納付金課税被保険者にっき算定した所得割額並びに被保険者均等
割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が1
6万円を超える場合においては、介護納付金課税額は、'16万円とす
る。
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分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

a)特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法(昭和33年法律

であつて、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯

に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する被保険

者が属する世帯であつて同日の属する月(以下この号において

「特定月」という。)以後5年を経過する月までの間にあるもの(当

該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)をいう。次号、第1

1条及び第28条において同じ。)及ぴ特定継続世帯(特定同一世帯

所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であつて特

定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8年を経過する

月までの問にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。)をいう。第3号、第11条及び第28条において伺じ。)以外

の世帯 1万8,400円

②(略)

③(略)

第9条~第31条(略)

第192号)第6条第8号の規定により被保険者の資格を喪失した者

税については、なお従 1の例による
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分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

御特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法

であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世

'帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する被保

険者が属する世帯であつて同日の属する月(以下この号におい

て「特定月」という。)以後5年を経過する月までの間にあるも

の(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)をいう。次

第11条及び第28条において同じ。)及ぴ特定継続世帯(特定
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経過する月までの問にあるもの(当該世帯に他の被保険者がい

ない場合に限る。)をいう。第3号、第11条及び第28条において
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